
政府統計コード 調査対象者ID

秘 一般統計調査

法人土地・建物基本調査 令和８年 予備調査 調査票
国土交通省

ご注意
ください

（内線：　　　　　　　）電話番号

部署名

記入者氏名

フリガナ

貴法人について （令和８年１月１日現在）Ⅰ 「調査票の回答のしかた」P３をご覧ください。

1 法人の名称及び法人番号

2
●所在地が異なっている場合は訂正してください。
法人の本所・本社・本店の所在地

3 組織形態

4
3

資本金、出資金又は基金の額

5 業種

6 常用雇用者数

支所・支社・支店の数7

フリガナ

法人の名称

法人番号

1  株式会社・有限会社
2  合名会社・合資会社
3  合同会社
4  相互会社

5  社会福祉法人
6  学校法人
7  医療法人
8  宗教法人

9  各種協同組合
10 その他の会社以外
 の法人

万円

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

業種コード 業種名

1　4人以下
2　5～9人
3　10～19人
4　20～29人

5　30～49人
6　50～99人
7　100～299人
8　300～999人

9　1,000～1,999人
10　2,000～4,999人
11　5,000人以上

支所・
支社・
支店が

1 ある

2　ない
箇所

万 千 百 十 一

土地・建物の所有状況について 「調査票の回答のしかた」P４をご覧ください。Ⅱ
土地・建物の所有の有無8

うち本所・本社・本店の敷地所有状況9
●当てはまる番号を○で囲んでください。

1　土地・建物とも所有していない→調査はこの面で終わりです。
2　建物のみ所有している→ にお進みください。Ⅳ
3　土地のみ所有している
4　土地・建物ともに所有している

1　貴法人が単独で所有している
2　貴法人が他の法人・個人と共有している
3　貴法人以外が所有している

貴法人が所有する土地についてⅢ
●土地の種類によって設問が異なります。所有するすべての土地の種類の設問に記入してください。

宅地など（農地・林地以外の土地）
農地・林地
特殊な用途の土地（鉄道用地、送配電等用地など）

Ⅲ-(1)
Ⅲ-(2)
対象外

●この調査は、統計法に基づく一般統計調査です。
●秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。
●この調査票は、統計的に処理され、税務資料などに使われることはありません。

●名称が異なっている場合は訂正してください。
●法人番号を記入してください。

●組織形態が異なっている場合は訂正してください。
●その他の会社以外の法人には、独立行政法人、公社、社団・財団法人、
信用金庫、共済組合等が含まれます。

●「　組織形態」が１～4の場合、資本金、出資金又は基金の額を記入し
てください。

●業種が異なっている場合は、「調査票の回答のしかた」の業種分類表を
参考に、業種名及び業種コードを訂正してください。

●貴法人全体の常用雇用者数について、当てはまる番号を○で囲んで
ください。

●当てはまる番号を○で囲み、支所・支社・支店の数を記入してください。
●支所・支社・支店には、工場、営業所などや従業員のいる倉庫、管理人の
いる寮なども含めます。

●令和８年１月１日現在における、土地・建物の所有の有無を○で囲ん
でください。

●令和８年１月１日時点で建築中の建物も「所有している」と見なします。
●なお、信託されている土地・建物については、その土地・建物の信託受
益権を有している法人が所有しているものとします。

－第 1面－

パスワード

国土交通省 法人土地・建物基本調査（予備調査）R08_調査票A　　P01　260909#6
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10

非所有
チェック

11

所
有
形
態

所
有
面
積

12
記入例

10 11 12 13 14

Ⅲ（1）－

期

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a

（令和８年１月１日現在）

●貴法人が所有す
る宅地などの所
在地について、
原則として地番
で記入してくだ
さい。
●所有する｢１区
画の土地｣が複
数の筆に分かれ
ており、番地等
が異なる場合は、
代表的な番地も
しくは、最も若
い番地を記入し
てください。

●土地の所有形
態について、
当てはまる番
号を○で囲ん
でください。

●土地の所有面
積について記
入してくださ
い。
●共有及び区分
所有の場合は、
貴法人の持分
の面積を記入
してください。
※登記簿等に記
載されている
土地面積は、
小数点以下２
桁まで記載さ
れています。
小数点以下を
四捨五入して
㎡単位で記入
してください。

1.貴法人以外の者
へ貸している
2.貸していない

●土地の引渡しを受けた時期について、当てはま
る番号を以下より選択してください。
●取得時期が複数期間にわたる場合は主要な部分
を取得した時期を選択してください。

1.単独所有
2.共有（ 3 の
場合を除く）

3.建物の区分
所有による
土地の共有

●土地を自ら使用して
いるのか、貸してい
るのかについて、当
てはまる番号を○で
囲んでください。
●土地の上に自ら所有
する建物がある場合
は、その建物を貴法
人以外の者に貸して
いる場合でも、２を
選択してください。
●土地を貸駐車場や貸
別荘等として使用し
ている場合も、２を
選択してください。

所在地

・所有する宅地など（農地・林地以外の土地）について、利用の単位となっている１区画の土地ごとに記入してください。
・本所・本社・本店の土地についても忘れずに記入してください。
●令和８年１月１日時点で所有していない土地（令和８年１月１日以前に売却・譲渡等したもの）は、「非所有」にチェックしてください。
●農地・林地は、次ページのIII-（２）にご記入ください。

土地の
所有形態

土地の
所有面積

土地の貸付の
有無

土地の取得時

宅地など（農地・林地以外の土地）について

取得時期

所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

1．昭和25年以前
2．昭和26～35年
3．昭和36~45年
4．昭和46~55年
5．昭和56~平成2年
6．平成3~7年
7．平成8~12年
8．平成13~17年
9．平成18~22年

10．平成23~27年
11．平成28～令和2年
12．令和3年
13．令和4年
14．令和5年
15．令和6年
16．令和7年

－第 2面－

2 7 0東京都千代田区霞が関 2丁目  1－35

国土交通省 法人土地・建物基本調査（予備調査）R08_調査票A　　P02　260917#6

「調査票の回答のしかた」
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－第 3面－

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期

15 16

18

17

15 1716 181413

土地の利用現況・5年前の利用状況 売却等・他の用途への転換予定

●土地の主な用途について、当てはまる番号を以下より一つ選択してください。
●13又は21に該当する場合は、カッコ内に具体的に記入してください。
●建築中で土地の用途が不明の場合は13を選び、カッコ内に建築中と記入してく
ださい。

●造成中で土地の用途が不明の場合は21を選び、カッコ内に造成中と記入してく
ださい。

●５年前の利用状況は令和２年以前に取得した土地の令和３年１月１日時点の
利用状況。

【建物】
1.事務所
2.店舗
3.工場
4.倉庫
5.社宅・従業員宿舎
6.その他の福利厚生施設
7.社宅・従業員宿舎以外の
住宅（賃貸用住宅等）
８.ホテル・旅館
９.文教用施設
10.宗教用施設
11.医療施設・福祉施設
12.ビル型駐車場
13.その他の建物

【建物以外】
14.駐車場
15.資材置場
16.グラウンド等の福利厚生施設
17.ゴルフ場･スキー場･キャンプ場
18.貯水池・水路
19.文教用地
20.宗教用地
21.その他

【利用していない】
22.利用できない建物（廃屋等）
23.空き地（未着工の建設予定地を含む）

●今後の【売却等】や【他の用途への転換】
の予定について当てはまる番号を一つ
選択してください。
●【売却等】には、贈与や寄付も含まれます。
●一つの土地で、複数の予定がある場合
には、直近に予定しているものを一つ
選択してください。

●【売却等】や【他の用途への転換】を予定
している方に伺います。
【売却等】や【他の用途への転換】の予定
時期に当てはまる番号を選択してくだ
さい。

1.【売却等】を予定
2.【他の用途への転換】を予定
3.上記のいずれも予定していない

1. おおむね1年以内に予定
2. おおむね 5年以内に予定
3. おおむね 5年より先に予定又は
時期は決まっていない

予定時期
信託受益権
か否か

●土地の所有が信
託受益権による
ものである場
合は□にチェ
ックを付けて
ください。

1.棚卸資産
2.棚卸資産以外
（有形固定資産）

棚卸資産か
否か

●棚卸資産か否か
について、当ては
まる番号を○で
囲んでください。

土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

8 公会堂13 19

国土交通省 法人土地・建物基本調査（予備調査）R08_調査票A　　P03　260818#2
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10

非所有
チェック

11

所
有
形
態

所
有
面
積

12
記入例

10 11 12 13 14

Ⅲ（1）－

期

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a

（令和８年１月１日現在）

●貴法人が所有す
る宅地などの所
在地について、
原則として地番
で記入してくだ
さい。
●所有する｢１区
画の土地｣が複
数の筆に分かれ
ており、番地等
が異なる場合は、
代表的な番地も
しくは、最も若
い番地を記入し
てください。

●土地の所有形
態について、
当てはまる番
号を○で囲ん
でください。

●土地の所有面
積について記
入してくださ
い。
●共有及び区分
所有の場合は、
貴法人の持分
の面積を記入
してください。
※登記簿等に記
載されている
土地面積は、
小数点以下２
桁まで記載さ
れています。
小数点以下を
四捨五入して
㎡単位で記入
してください。

1.貴法人以外の者
へ貸している
2.貸していない

●土地の引渡しを受けた時期について、当てはま
る番号を以下より選択してください。
●取得時期が複数期間にわたる場合は主要な部分
を取得した時期を選択してください。

1.単独所有
2.共有（ 3 の
場合を除く）

3.建物の区分
所有による
土地の共有

●土地を自ら使用して
いるのか、貸してい
るのかについて、当
てはまる番号を○で
囲んでください。
●土地の上に自ら所有
する建物がある場合
は、その建物を貴法
人以外の者に貸して
いる場合でも、２を
選択してください。
●土地を貸駐車場や貸
別荘等として使用し
ている場合も、２を
選択してください。

所在地 土地の
所有形態

土地の
所有面積

土地の貸付の
有無

土地の取得時

宅地など（農地・林地以外の土地）について

取得時期

所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

所
有
形
態

所
有
面
積

1 2
3

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡億 1ha
万

10a
所
在
地

1．昭和25年以前
2．昭和26～35年
3．昭和36~45年
4．昭和46~55年
5．昭和56~平成2年
6．平成3~7年
7．平成8~12年
8．平成13~17年
9．平成18~22年

10．平成23~27年
11．平成28～令和2年
12．令和3年
13．令和4年
14．令和5年
15．令和6年
16．令和7年

－第 2面（つづき）－

・所有する宅地など（農地・林地以外の土地）について、利用の単位となっている１区画の土地ごとに記入してください。
・本所・本社・本店の土地についても忘れずに記入してください。
●令和８年１月１日時点で所有していない土地（令和８年１月１日以前に売却・譲渡等したもの）は、「非所有」にチェックしてください。
●農地・林地は、次ページのIII-（２）にご記入ください。

2 7 0東京都千代田区霞が関 2丁目  1－35
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－第 3面（つづき）－

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期

15 16

18

17

15 1716 181413

土地の利用現況・5年前の利用状況 売却等・他の用途への転換予定

●土地の主な用途について、当てはまる番号を以下より一つ選択してください。
●13又は21に該当する場合は、カッコ内に具体的に記入してください。
●建築中で土地の用途が不明の場合は13を選び、カッコ内に建築中と記入してく
ださい。

●造成中で土地の用途が不明の場合は21を選び、カッコ内に造成中と記入してく
ださい。

●５年前の利用状況は令和２年以前に取得した土地の令和３年１月１日時点の
利用状況。

【建物】
1.事務所
2.店舗
3.工場
4.倉庫
5.社宅・従業員宿舎
6.その他の福利厚生施設
7.社宅・従業員宿舎以外の
住宅（賃貸用住宅等）
８.ホテル・旅館
９.文教用施設
10.宗教用施設
11.医療施設・福祉施設
12.ビル型駐車場
13.その他の建物

【建物以外】
14.駐車場
15.資材置場
16.グラウンド等の福利厚生施設
17.ゴルフ場･スキー場･キャンプ場
18.貯水池・水路
19.文教用地
20.宗教用地
21.その他

【利用していない】
22.利用できない建物（廃屋等）
23.空き地（未着工の建設予定地を含む）

●今後の【売却等】や【他の用途への転換】
の予定について当てはまる番号を一つ
選択してください。
●【売却等】には、贈与や寄付も含まれます。
●一つの土地で、複数の予定がある場合
には、直近に予定しているものを一つ
選択してください。

●【売却等】や【他の用途への転換】を予定
している方に伺います。
【売却等】や【他の用途への転換】の予定
時期に当てはまる番号を選択してくだ
さい。

1.【売却等】を予定
2.【他の用途への転換】を予定
3.上記のいずれも予定していない

1. おおむね1年以内に予定
2. おおむね 5年以内に予定
3. おおむね 5年より先に予定又は
時期は決まっていない

予定時期
信託受益権
か否か

●土地の所有が信
託受益権による
ものである場
合は□にチェ
ックを付けて
ください。

1.棚卸資産
2.棚卸資産以外
（有形固定資産）

棚卸資産か
否か

●棚卸資産か否か
について、当ては
まる番号を○で
囲んでください。

土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

1
2

1
2

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

13又は21その他

（　　　　　　　　　　　　　）

５年前の利用状況 予定時期土地（令和 8年1月1日）の利用状況
棚
卸
資

産
か
否
か

信
託
受
益

権
か
否
か

売
却・転
換

予
定

取
得
時
期

利
用
現
況

貸
付

8 公会堂13 19
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・所有する農地・林地を、市区町村ごとにまとめて記入してください。
●令和８年１月１日時点で所有していない土地（令和８年１月１日以前に売却・譲渡等したもの）は、「非所有」にチェックしてください。

農地・林地についてⅢ－（2） 「調査票の回答のしかた」
P７をご覧ください。

●農地・林地が所在
する市区町村名を
記入してください。

所在地19
●他の法人又は個人と共有している場合は、貴法人の持分の面積を記入してください。
※登記簿等に記載されている土地面積は、小数点以下２桁まで記載されています。
　小数点以下を四捨五入して㎡単位で記入してください。

土地面積の合計20-1 棚卸資産か否か20-2

（令和８年１月１日現在）

－第 4面－

農地 林地

農地 林地
記入例

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2
所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

林地

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

所
在
地

都道府県 市郡 区町村 棚
卸
資

産
か
否
か

㎡億 1ha
万
10a 1

2

1.棚卸資産
2.棚卸資産以外
（有形固定資産）

●棚卸資産か否かについ
て、当てはまる番号を
○で囲んでください。

茨城県 稲敷郡 阿見町
5

2 7 0

非所有
チェック

19

埼玉県 比企郡 滑川町
5

3 2 5

非所有
チェック

20-1 20-2 19 20-1 20-2
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Ⅳ

万 千 百 十 一 百万 万 千 百 十 一 

敷地

万 千 百 十 一 百万 万 千 百 十 一 

●建物の延べ床面積によって設問が異なります。所有するすべての建物について該当する設問に記入してください。

貴法人が所有する建物について

Ⅳ-(1)
Ⅳ-(2)
対象外

延べ床面積200㎡未満の建物
延べ床面積200㎡以上の建物
棚卸資産の土地、農地・林地、特殊な用途の土地（鉄道用地、送配電等用地など）にある建物

延べ床面積200㎡未満の建物についてⅣ－（1）
●所有する建物のうち、延べ床面積が200㎡未満の建物について、以下のとおり記入してください。
●共有及び区分所有の場合は、貴法人の持分の面積を記入してください。
※登記簿等に記載されている建物面積は、小数点以下２桁まで記載されています。小数点以下を四捨五入して㎡単位で記入してください。

延べ床面積200㎡未満の建物棟数・工場敷地数・合計延べ床面積

工場敷地以外にある建物

工場敷地にある建物

●延べ床面積が200㎡未満の建物について、
棟数を記入してください。

●建物の合計延べ床面積を記入してください。

●工場敷地ごとの建物の合計延べ床面積が
200㎡未満の建物について、工場敷地数を
記入してください。

●建物の合計延べ床面積を記入してください。

建物棟数 合計延べ床面積(㎡)

工場敷地数 合計延べ床面積(㎡)

棟 ㎡

㎡

延べ床面積200㎡以上の建物については次ページへ➡

－第 5面－

「調査票の回答のしかた」
P８をご覧ください。（令和８年１月１日現在）

21

国土交通省 法人土地・建物基本調査（予備調査）R08_調査票A　　P07　260909#4

SA
MP
LE



㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

非所有
チェック

所在地
通し番号

1.木造
2.鉄骨鉄筋コンクリート造　　3.鉄筋コンクリート造　　4.鉄骨造
5.コンクリートブロック造
6.その他（石造、れんが造、無筋コンクリート造、無筋コンクリートブ
ロック造など他の分類に該当しない構造のもの）

●建物の構造について、当てはまる番号を以下より一つ選択してください。
●複数の構造が混在している場合は、面積の最も大きい構造を選択してく
ださい。
●6に該当する場合は、カッコ内に具体的に記入してください。

2522 23 24
記入例

【工場敷地以外にある建物】所有する建物のうち、延べ床面積が200㎡以上の建物について、１棟ごとに記入してください。
【工場敷地にある建物】所有する建物のうち、敷地ごとの合計延べ床面積が200㎡以上の建物について、工場敷地ごとにまとめて記入してください。
●登記上の「附属建物」は「主たる建物」と一体的な建物としてみなします。なお、附属建物の利用現況が主たる建物と異なる場合は、附属建物の利用
現況は「副次的用途」にご記入ください。

●区分所有の建物の場合、区分所有権ごとに１つの建物と数えます（例：マンションの場合、号室（部屋）ごと）。
※本所・本社・本店の建物についても忘れずに記入してください。
●令和８年１月１日時点で所有していない建物（令和８年１月１日以前に取壊したり、売却したり等したもの）は、
「非所有」にチェックしてください。

●当該建物の敷地を
一部分でも所有して
いる場合は、　　　
「 　所在地」の通し
番号を左端の枠内
に記入してください。
所在地の記入は不
要です。

●敷地が借地である
場合は、所在地を、
原則として地番で記
入してください。

所在地22

　　Ⅲ-(1)
10

延べ床面積24
●建物の延べ床面積
について記入して
ください。
●共有及び区分所有
の場合は、貴法人の
持分の面積を記入
してください。
※登記簿等に記載さ
れている建物面積
は、小数点以下２
桁まで記載されて
います。小数点以
下を四捨五入して
㎡単位で記入して
ください。

構造25

階数
●構造が２～４の場合、建物の地上階数、地下階数について記入してくだ
さい。地下階がない場合は０を記入してください。

構造

23
●建物の敷地の主な権原
形態について、当ては
まる番号を以下より一
つ選択してください。

１.単独所有
２.共有（３の場合を除く）
３.建物の区分所有によ
る土地の共有

４.普通借地（５の場合を
除く）

５.定期借地

敷地の権原

「調査票の回答のしかた」
P９･10をご覧ください。

315 452

－第 6面－

延べ床面積200㎡以上の建物についてⅣ（2） （令和８年１月１日現在）－
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1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36~45年
4.昭和46~55年
5.昭和56~平成2年
6.平成3~7年
7.平成8~12年
8.平成13~17年

9.平成18~22年
10.平成23~27年
11.平成28～令和2年
12.令和3年
13.令和4年
14.令和5年
15.令和6年
16.令和7年

新耐震基準
●建築時期が１～４の場合、新耐震基準を満た
しているか否かについて、当てはまる番号を
○で囲んでください。

1.新耐震基準を満たしている
2.新耐震基準を満たしていない
3.未確認

建築時期
●建物が完成した時期について、当てはまる番号
を以下より選択してください。
●建物が増改築されている場合は、増改築した部
分としていない部分のどちらか面積の大きい方
について、当てはまる番号を以下より選択して
ください。

建築時期26 建物の利用現況
主要な用途
●建物の主要な用途について、当
てはまる番号を以下より一つ選
択してください。

●13に該当する場合は、カッコ内
に具体的に記入してください。
副次的用途
●副次的な用途がある場合は、当
てはまる番号を以下より二つま
で選択してください。
●13に該当する場合は、カッコ内
に具体的に記入してください。

貸付目的面積
●貸付の有無が２
の場合、貸付目
的で所有してい
る面積について
記入してください。
現在貸付面積
●貸付の有無が2
の場合、実際に
貸し付けている
面積（賃貸借契
約における契約
面積）について
記入してください。

●実際の貸付がな
い場合は0を記
入してください。

信託受益権
か否か

●建物の所有が信
託受益権による
ものである場合
は、□にチェック
を付けてくださ
い。

27 シェアオフィス・
コワーキングスペース等

●シェアオフィス、コワーキングス
ペース等としての利用がある場合
は、口にチェックをつけてください。
シェアオフィスとは複数の利用者
が共用で利用できるワークスペー
スを指します。（専用区画のみを
提供する形態、通常の賃貸オフィス、
住所貸しのみのバーチャルオフィ
ス及び貸会議室のみは除きます）

28

30

25 3026 27 2928

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

1 2
3

信
託
受
益
権

か
否
か

主
要
な
用
途

２
の
場
合

新耐震基準

地下

地上 階

階

建
築
時
期

２～４
の場合

13.その他

（　　　　 ） ㎡万

㎡万貸付目的
面積

現在貸付
面積

副
次
的
用
途

シ
ェ
ア
オ
フィ
ス

1
2

貸
付
の
有
無

１～４
の場合

１.事務所　　２.店舗
３.工場　　　４.倉庫
５.社宅・従業員宿舎
６.その他の福利厚生施設
７.社宅・従業員宿舎以外の
住宅（賃貸用住宅等）

８.ホテル・旅館
９.文教用施設
10.宗教用施設
11.医療施設・福祉施設
12.ビル型駐車場
13.その他の建物
14.利用できない建物
（廃屋等）

建物の貸付等（貸付目的
での所有の有無等）

貸付の有無
●建物について、貸室等賃貸借契約
に基づく貸付を目的とした所有部
分があるか否かについて、当ては
まる番号を○で囲んでください。

29

1.貸付目的で所有している部分
がない（すべて自家利用目的
での所有）
2.貸付目的で所有している部分
がある

310
1

3 0 2
2 4 2

1 2
3

－第 7面－
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㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

㎡万
6.その他

（　　　 ）

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地字丁目
所
在
地

延
べ
床
面
積

敷
地
の
権
原

構
造

非所有
チェック

所在地
通し番号

【工場敷地以外にある建物】所有する建物のうち、延べ床面積が200㎡以上の建物について、１棟ごとに記入してください。
【工場敷地にある建物】所有する建物のうち、敷地ごとの合計延べ床面積が200㎡以上の建物について、工場敷地ごとにまとめて記入してください。
●登記上の「附属建物」は「主たる建物」と一体的な建物としてみなします。なお、附属建物の利用現況が主たる建物と異なる場合は、附属建物の利用
現況は「副次的用途」にご記入ください。

●区分所有の建物の場合、区分所有権ごとに１つの建物と数えます（例：マンションの場合、号室（部屋）ごと）。
※本所・本社・本店の建物についても忘れずに記入してください。
●令和８年１月１日時点で所有していない建物（令和８年１月１日以前に取壊したり、売却したり等したもの）は、
「非所有」にチェックしてください。

「調査票の回答のしかた」
P９･10をご覧ください。

●当該建物の敷地を
一部分でも所有して
いる場合は、　　　
「 　所在地」の通し
番号を左端の枠内
に記入してください。
所在地の記入は不
要です。

●敷地が借地である
場合は、所在地を、
原則として地番で記
入してください。

所在地22

　　Ⅲ-(1)
10

延べ床面積24
●建物の延べ床面積
について記入して
ください。
●共有及び区分所有
の場合は、貴法人の
持分の面積を記入
してください。
※登記簿等に記載さ
れている建物面積
は、小数点以下２
桁まで記載されて
います。小数点以
下を四捨五入して
㎡単位で記入して
ください。

23
●建物の敷地の主な権原
形態について、当ては
まる番号を以下より一
つ選択してください。

１.単独所有
２.共有（３の場合を除く）
３.建物の区分所有によ
る土地の共有

４.普通借地（５の場合を
除く）

５.定期借地

敷地の権原

1.木造
2.鉄骨鉄筋コンクリート造　　3.鉄筋コンクリート造　　4.鉄骨造
5.コンクリートブロック造
6.その他（石造、れんが造、無筋コンクリート造、無筋コンクリートブ
ロック造など他の分類に該当しない構造のもの）

●建物の構造について、当てはまる番号を以下より一つ選択してください。
●複数の構造が混在している場合は、面積の最も大きい構造を選択してく
ださい。
●6に該当する場合は、カッコ内に具体的に記入してください。

構造25

階数
●構造が２～４の場合、建物の地上階数、地下階数について記入してくだ
さい。地下階がない場合は０を記入してください。

構造

2522 23 24
記入例

315 452

－第 6面（つづき）－

Ⅳ－（2）つづき 延べ床面積200㎡以上の建物について （令和８年１月１日現在）
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1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36~45年
4.昭和46~55年
5.昭和56~平成2年
6.平成3~7年
7.平成8~12年
8.平成13~17年

9.平成18~22年
10.平成23~27年
11.平成28～令和2年
12.令和3年
13.令和4年
14.令和5年
15.令和6年
16.令和7年

新耐震基準
●建築時期が１～４の場合、新耐震基準を満た
しているか否かについて、当てはまる番号を
○で囲んでください。

1.新耐震基準を満たしている
2.新耐震基準を満たしていない
3.未確認

建築時期
●建物が完成した時期について、当てはまる番号
を以下より選択してください。
●建物が増改築されている場合は、増改築した部
分としていない部分のどちらか面積の大きい方
について、当てはまる番号を以下より選択して
ください。

建築時期26 建物の利用現況
主要な用途
●建物の主要な用途について、当
てはまる番号を以下より一つ選
択してください。

●13に該当する場合は、カッコ内
に具体的に記入してください。
副次的用途
●副次的な用途がある場合は、当
てはまる番号を以下より二つま
で選択してください。
●13に該当する場合は、カッコ内
に具体的に記入してください。

貸付目的面積
●貸付の有無が２
の場合、貸付目
的で所有してい
る面積について
記入してください。
現在貸付面積
●貸付の有無が2
の場合、実際に
貸し付けている
面積（賃貸借契
約における契約
面積）について
記入してください。

●実際の貸付がな
い場合は0を記
入してください。

信託受益権
か否か

●建物の所有が信
託受益権による
ものである場合
は、□にチェック
を付けてくださ
い。

27 シェアオフィス・
コワーキングスペース等

●シェアオフィス、コワーキングス
ペース等としての利用がある場合
は、口にチェックをつけてください。
シェアオフィスとは複数の利用者
が共用で利用できるワークスペー
スを指します。（専用区画のみを
提供する形態、通常の賃貸オフィス、
住所貸しのみのバーチャルオフィ
ス及び貸会議室のみは除きます）

28

30

１.事務所　　２.店舗
３.工場　　　４.倉庫
５.社宅・従業員宿舎
６.その他の福利厚生施設
７.社宅・従業員宿舎以外の
住宅（賃貸用住宅等）

８.ホテル・旅館
９.文教用施設
10.宗教用施設
11.医療施設・福祉施設
12.ビル型駐車場
13.その他の建物
14.利用できない建物
（廃屋等）

建物の貸付等（貸付目的
での所有の有無等）

貸付の有無
●建物について、貸室等賃貸借契約
に基づく貸付を目的とした所有部
分があるか否かについて、当ては
まる番号を○で囲んでください。

29

1.貸付目的で所有している部分
がない（すべて自家利用目的
での所有）
2.貸付目的で所有している部分
がある

25 3026 27 2928
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－第 7面（つづき）－
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